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640人

615人

591人

579人

５６３５６３
目標の職員数

人

［平成２２年４月１日時点で］

■人件費の推移　　　　　　　　　　　　　　■職員数の推移
（一般職、特別職、議員、臨時・嘱託職員）

市
の
歳
出
全
体
の
な
か
で
、
人

件
費
は
約
２０
％
（
平
成
２０
年
度
）

と
大
き
な
割
合
を
占
め
て
い
ま

す
。厳

し
い
財
政
状
況
の
も
と
、
下

の
棒
グ
ラ
フ
の
と
お
り
正
規
職
員

数
と
、
そ
れ
に
伴
う
人
件
費
（
一

般
職
、
特
別
職
、
議
員
、
臨
時
・

嘱
託
職
員
）
が
、
年
々
減
少
し
て

い
る
こ
と
が
分
か
り
ま
す
。

必
ず
５
６
３
人
に

「
平
成
２２
年
度
の
４
月
１
日
時

点
で
、
職
員
数
を
５
６
３
人
に
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
」。

市
の
借
入
金
で
利
率
の
高
い
も
の

を
低
い
も
の
に
借
り
換
え
が
で
き
る

と
い
う
国
の
制
度
が
あ
り
ま
す
。
こ

の
制
度
を
活
用
す
る
た
め
に
も
、
５

６
３
人
を
達
成
す
る
こ
と
が
条
件
の

一
つ
と
な
っ
て
い
ま
す
。
単
に
人
件

費
の
削
減
で
は
な
く
、
財
政
運
営
に

も
つ
な
が
る
も
の
で
す
。
そ
の
意
味

で
、
平
成
２２
年
度
の
数
値
目
標
は
死

守
し
な
け
れ
ば
い
け
な
い
至
上
命
題

で
す
。

５
６
３
人
と
い
う
職
員
数
は
、

平
成
１７
年
度
と
比
較
し
て
７７
人
の

減
、
率
に
し
て
１２
％
の
減
で
す
。

国
が
示
し
て
い
る
数
値
目
標
の
５.

７
％
を
大
き
く
上
回
っ
て
い
ま

▼パブリックコメント

市では、重要な計画立案などの策
定時には、それらに市民の皆さんの
意見を反映させるため、パブリック
コメント（意見公募手続）を実施し
ています。
これまでに、総合計画や男女共同

参画基本計画、都市計画マスタープ
ラン、生涯学習推進基本計画など７
つの計画策定時に活用しました。

▼受益と負担の見直し

行政サービスの受益と負担の見直
しを行いました。平成１８年度には、
税や住民票などの証明手数料を見直
し、平成１９年度には、体育施設や公
民館などの教育施設の使用料の改定
などを実施しました。

▼指定管理者制度の導入

市では、サンロード吉備路をはじめ、
中央保育所、学童保育、砂川公園、水
辺の楽校など２６施設（平成２０年８月
末現在）に指定管理者制度を導入して
います。
平成２２年３月末までに４０の公共施

設に対して指定管理者制度を導入する
ことを目標としています。
指定管理者制度とは、民間事業者や

NPO法人などへ施設の管理運営を委託
することにより、民間のノウハウを活
用し、行政サービスの向上や経費の削
減を図るものです。

投
資
的
経
費

市
債
発
行
額

Ｈ16　　　　Ｈ17　　　　Ｈ18　　　　Ｈ19　　　　Ｈ20　

41億4540万円41億4540万円

16億7320万円16億7320万円

22億5635万円22億5635万円

5億9580万円5億9580万円

30億281万円30億281万円

9億2360万円9億2360万円

26億1316万円26億1316万円

6億2080万円6億2080万円
7億5840万円7億5840万円

21億3490万円21億3490万円

行政改革の実施計画では、「投資的事業を抑制すること
により、公債費の抑制を図る」としています。大型のハー
ド事業の事業費など、いわゆる投資的経費と呼ばれる額に
対して、これに伴う市債（市が発行する債券で、個人でい
うといわゆる借入金に当たるもの）の発行額は、平成１７
年度以降、抑制しています。

■ごみの減量 ■差押件数とその金額の推移

■投資的経費と市債の発行額

ごみの減量化を図ることを目的に、ごみ袋有料化
がスタートしました。平成１７年度比２０％減の目標
に対し平成１９年度は、吉備路クリーンセンターへ
の直接持込み分と収集分を合わせた家庭系ごみが、
平成１７年度比約１７％の減という結果です。

市税については、法的措置を実施。水道料金や
下水道使用料なども含めた収入について、滞納整
理の着実な実施による徴収率の向上を図り、自主
財源の確保に努めています。

問い合わせ
総務課行政係
（1(2８２１８）

す
。
平
成
２０
年
４
月
１
日
現
在
の

職
員
数
は
５
７
９
人
。
平
成
１７
年

度
と
比
較
し
て
６１
人
の
減
で
、
率

に
し
て
９.

５
％
の
減
で
す
。

理
解
と
協
力
を

こ
の
ペ
ー
ジ
で
紹
介
し
て
い
る

ご
み
の
減
量
や
使
用
料
の
見
直
し

な
ど
は
、
市
民
の
皆
さ
ん
の
理
解

や
協
力
も
、
行
政
改
革
の
推
進
に

大
き
な
意
味
を
も
つ
も
の
で
す
。

引
き
続
き
、
市
民
の
皆
さ
ん
の
ご

協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。




